
 
 

令和５年度（２０２３年度） 事業報告書 
 

 

１ 法人の管理運営 

（１）会議等 

  ① 定時総会      ・・・ １回開催（6月 30日）  

  ② 理事会       ・・・ ４回開催（5月 29日、9月 5日、12 月 18日、3月 18日） 

  ③ 監査 

    ア 会計監査人監査 ・・・ 会計監査人による期中監査及び期末監査を実施 

    イ 監事監査    ・・・ 1 回開催（5月 15日） 

  ④ 委員会 

ア 運営委員会   ・・・  ２回開催（10月 24日、2月 14日） 

イ 資産運用委員会 ・・・  ２回開催（11月 27日、2月 27日） 

（２）情報公開 

   ホームページの活用等により、各種事業に係る情報や財務情報、法人の運営管理に関する情報等を関係者に提供した。 

 

２ 退職共済に関する事業 

（１）退職共済金等の給付 

会員及び事業主から預託を受けた特定資産から、退職共済金、退職返還金及び脱会給付金の給付を適正に実施した。 

種  別 対象者数 給付額/返還額 備  考 

①  退職共済金 ３，１５２人 ２，２５８，２８１，４２３円 

一人あたり平 均     ７１６，４６０円 

最 高 １１，８８１，７９８円 

最 低     ２６，９３９円 

② 掛金返還金 

（掛金納付 1年未満の退職） 
８１９人 １６，４５８，７６０円  

③ 脱会給付金 

（退職を伴わない脱会） 
３９人 ５７，７７３，４００円  

④ 退職返還金 

（非行等を原因とする退職） 
３人 ７８２，８００円  

合 計 ４，０１３人 ２,３３３,２９６,３８３円  

（２）資産運用益の配分 

会員への配当金額   ２９９，９７５，８００円 

（３）資産運用について 

信託銀行への外部委託により資産運用を行った。運用方法や資産配分、信託銀行への追加信託等について、資産運用委員会等での

検討を行い、安定的かつ適正な資産運用を図った。 

 

３ 慶弔共済金給付事業 

  会員のための共助事業として、会員からの会費及び施設からの負担金等を原資とする慶弔共済金給付事業を行った。 

種   別 １件あたりの金額 件   数 給 付 額 

永年勤続  会員として１０年 １０，０００円 ９０５件 ９，０５０，０００円 

      会員として２０年 ２０，０００円 ３２３件 ６，４６０，０００円 

      会員として３０年 ３０，０００円 １０１件 ３，０３０，０００円 

      会員として４０年 ５０，０００円 １５件 ７５０，０００円 

結      婚 ２０，０００円 ４０１件 ８，０２０，０００円 

傷  病  入  院 １０，０００円 ２４０件 ２，４００，０００円 

会  員  の  死  亡 ５０，０００円 １７件 ８５０，０００円 

災  害  被  災 ５０，０００円以内 ２件 ６０，０００円 

子  の  誕  生 １０，０００円 ５９４件 ５，９４０，０００円 

子 の 小 学 校 入 学 ５，０００円 ５１７件 ２，５８５，０００円 

配 偶 者 の 死 亡 ２０，０００円 ３５件 ７００，０００円 

一 親 等 親 族 の 死 亡 １０，０００円 ６０３件 ６，０３０，０００円 

合    計 ３，７５３件 ４５，８７５，０００円 

 



 
 

４ 共助会セミナー 

（１）労務関連法規研修 

① 日 程：令和５年８月１日(火)１４時～１６時 

② 方 法：動画配信(ＺＯＯＭ) 

③ 参加者数：８４名(申込者数１００名) 

（２）メンタルヘルス対策 

  ① 日 時：令和５年１２月１日（金）～令和６年１月１５日（月）の希望する日時（約２時間） 

② 方 法：予め録画した動画の配信 

③  参加者数：４２５名 

<内訳> 研修Ⅰ(セルフケア) ２８１名 

            研修Ⅱ(ラインケア) １４４名 

 

５ その他の福利厚生に関する事業 

  映画観賞券や観劇等の割引事業等の厚生事業を実施した。また、住宅ローンの金利優遇や職域ローンとの提携、自動車保険や医療保

険、宿泊施設等の割引提携、チケット会社との提携等を行った。 

【募集事業実績】 ・事業数 １７事業          ・事業費合計  ６，０３９，４７８円 

・参加会員数延べ ９９９名    （内、参加者への助成額  １，２９３，９７８円） 

 

６ 福利厚生センター（SOWEL CLUB）に関する事業 

社会福祉法人福利厚生センターの事業を受託し、福利厚生センターの会員向けに、映画観賞券や観劇、旅行等の割引事業を行った。 

【募集事業実績】 ・事業数 ２６事業          ・事業費合計 ３０，５１８，４０２円 

・参加会員数延べ ３，３９１名    （内、参加者への助成額 １２，０５７，９２２円） 

 

７ 加入促進 

  未加入施設・団体に対し、加入促進の働きかけを行った。 

年  度 ２０１９年度 ２０２０年度 ２０２１年度 ２０２２年度 ２０２３年度 

施設・団体数 ９０３施設・団体 ８９６施設・団体 ９１８施設・団体 ９３６施設・団体 ９４６施設・団体 

会 員 数 ２６，１９９人 ２６，７３７人 ２７,５１０人 ２７,８１３人 ２７,９１２人 

 

８ 内部統制システム 

 本共助会は、理事の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制、その他一般社団法人の業務の適正を確保す

るために必要なものとして法務省令で定める体制等（以下、「内部統制システム」という。）の整備について以下のとおり決定してい

る。２０２３年度の運用状況の概況は以下のとおりである。 

１ 理事の職務執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 

（１） 共助会は、公益性に根差した退職共済事業等を行っていくうえで、コンプライアンス態勢の確立に取り組むことを方針とし、

理事等に周知・徹底して、法令、定款および社会規範等を遵守する。 

（２） 定款、規程等により理事会等を開催し、理事が迅速に各種の意思決定を行える体制を整え、理事間の意思疎通を図る。 

（３） 監事は理事会に出席するほか、監事監査等を行い、法令もしくは定款に違反するおそれまたは著しく不当な事案等が生ずるお

それがあると認められるときは、直ちに理事に対し法令、定款および社会規範等の遵守に向けて助言をすることとする。 

 ２ 理事の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制 

    理事の職務執行に係る情報については、定款、規程等に基づき作成する。記録文書は定められた期間にわたり適時適切に保存・

管理し、必要に応じて正当な権限を有する者が閲覧可能な状態を維持する。 

 ３ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

（１） リスク管理に関し体制を整備する。 

（２） 個人情報管理規程等に基づき、個人情報の保護と適切な管理を行う。 

（３） 事業活動に関するリスクについては、法令や共助会の規程等に基づき、事務局等が管理することを基本とする。 

（４） リスクの管理については、事務局が行うとともに、重要リスクが漏れなく適切に管理されているかを適宜調査し、その結果に

ついて理事会等に報告する。 

（５） 共助会の運営に重大な影響を及ぼすおそれのある重要リスクについては、理事会で審議し、必要に応じて対策等の必要な事項

を決定する。 

（６） 非常災害等の発生に備え、情報連絡体制等を定める。 

 ４ 理事の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

    理事会は、理事等の職務の執行が効率的に行われることを確保するため、定款、規程等に従い、適正な意思決定に基づく業務執

行を円滑に進める。 

 ５ 職員の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 



 
 

（１） 理事長は、職員が法令並びに定款及び当共助会の規程を遵守し、倫理観をもって事業活動等を行うことを周知・徹底する。 

（２） 理事長は、職員の職務執行状況について、コンプライアンスの観点から監査し、その結果を理事会等に報告する。理事等は、

当該監査結果を踏まえ、所要の改善を図る。 

 ６ 監事がその職務を補助すべき職員を置くことを求めた場合における当該に関する事項 

    監事は、共助会の職員の中から監事事務局職員を任命する。 

 ７ 前号の職員の理事からの独立性に関する事項及び当該職員に対する指示の実行性の確保に関する事項 

    監事事務局職員は、監査業務に必要な指示命令を監事より受け、監事以外からの指示命令を受けないものとする。 

 ８ 理事及び職員が監事に報告するための体制その他監事への報告に関する体制 

    監事は、必要に応じて理事及び職員に対して報告を求めることができるものとする。また、監事より報告を求められた役職員は、

遅滞なく必要とされる報告を適正に行うものとする。 

 ９ その他監事の監査が実効的に行われることを確保するための体制 

    監事は、会計監査人から監査計画を受領し、監査重点項目等について説明を受け、意見交換を行うこと、また、必要に応じて会

計監査人の監査講評に立ち会うことのほか、会計監査人に対し監査の実施経過について、適宜報告を求めることができるものとす

る。 

 （２０２３年度運用状況） 

・理事会などの重要な会議の議事録は開催ごとに作成し、適切に管理されており、理事、監事及び権限を付与された職員は、これ

らの記録を随時閲覧できる体制をとっている。 

・運営に重大な影響を及ぼす重要なリスクなどについて、随時理事会などに報告している。 

・情報連絡体制表を作成している。 

・コンプライアンス推進として、常時職員等からの報告もしくは相談を受け、不正防止等に関わる教育及び啓発活動を適切に実施

している。 

・監事への報告は適時に行われており、会計監査人より監査計画書などの説明を受け、情報を共有し効率的な監査を実施している。 

 

 

 

 

 

 

 

附属明細書 

 

 記載する重要な事項はございません。 


